要　請　書　
第８回定期協議において回答を求める事項

２０１６（平成２８）年１２月１２日

障害者自立支援法違憲訴訟団

第一　基本合意で確認された論点を今後の定期協議での議題とすることの確認

　障害者福祉法制に関する政策形成訴訟である障害者自立支援法違憲訴訟の意義を理解して国（厚労省）が2010年１月７日付基本合意文書を締結しているものであり、基本合意で確認された各論点について、今後の定期協議において議論することを改めてここに確認したい。

　　基本合意第五項（履行確保のための検証）は、基本合意の適正な履行状況等の確認のため、定期協議を実施するとしています。

　基本合意で確認された論点は次のとおりです。

一　「一項～二項」　基本的人権を支援する法律にするために骨格提言を法制化すること
　目的：障害者の基本的人権の行使を支援することを基本とする総合的な法律の制定

方法：推進会議の意見＝「2011年8月30日付骨格提言」の法制度化
	一　障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定

応益負担（定率負担）制度の廃止、障害者自立支援法の廃止、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使の支援を基本とする総合的な福祉法制を実施

二　障害者自立支援法制定の総括と反省

　１　国は、憲法第13条、第14条、第25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める。

２　国は、障害者自立支援法を、…反省を踏まえ、今後の立案・実施に当たる。

３　新たな障害者制度全般の改革のため、「障がい者制度改革推進本部」において、上記の反省に立ち、本日付要望書を考慮の上、障害者の参画の下に十分な議論を行う。 


二　「三項～四項」　具体的論点
①　利用者負担のあり方
ア　支援費時点・自立支援法の軽減措置負担額を上回らないこと。

イ　少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。

ウ　収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。

エ　実費負担については、早急に見直すこと。

　オ　低所得者の利用者負担の無償措置

　カ　自立支援医療の利用者負担の措置については、当面の重要な課題（低所得者無償）
②　支給決定のあり方
国庫負担基準・障害程度区分の廃止を含めた支給決定の抜本的検討

③　報酬支払い方式

④　制度の谷間のない「障害」の範囲　

⑤　障害関係予算の国際水準に見合う額への増額

⑥　介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）を廃止し、障害の特性を配慮した選択制等の導入をはかること。
第二　基本合意・骨格提言・障害者権利条約を基礎として障害者福祉法制を推進していくことの確認
塩崎厚労省大臣は　第190回国会、総合支援法見直し法案審議において

「基本合意と骨格提言の意義というのはもちろん今も失われていないわけであります。実現に向けた当事者の思いをしっかりと受け止めてまいりたいというふうに思います。」

「（基本合意と骨格提言の）実現に向けた当事者の思いをしっかりと受け止めて、不断の制度改正をしていかなければならないと、こう考えております。」

「基本合意を踏まえて様々な制度改正をやっているということでございます。」と答弁しています。

　そこで改めてお聞きします。
　　骨格提言2頁では

「■　骨格提言の基礎となった2つの指針」と題し、
　「障害者権利条約」及び「基本合意文書」という二つの指針に基づき骨格提言が作成されたことが明記されています。

　国が、　基本合意・骨格提言・障害者権利条約を基礎として障害者福祉法制を推進していくことを改めて確認させてください。お約束頂けますね。　
第三　骨格提言の総論部分の法制化の実現
　　骨格提言の法制化について、総論部分等根幹部分について次の部分の検討を求めます。

基本規定（骨格提言１２頁）

	地域で自立した生活を営む基本的権利の保障規定
１. 障害ゆえに命の危険にさらされない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定。

２. 障害者は、必要とする支援を受けながら、意思(自己)決定を行う権利が保障される旨の規定。

３. 障害者は、自らの意思に基づきどこで誰と住むかを決める権利、どのように暮らしていくかを決める権利、特定の様式での生活を強制されない権利を有し、そのための支援を受ける権利が保障される旨の規定。

４. 障害者は、自ら選択する言語(手話等の非音声言語を含む)及び自ら選択するコミュニケーション手段を使用して、市民として平等に生活を営む権利を有し、そのための情報・コミュニケーション支援を受ける権利が保障される旨の規定。

５. 障害者は、自らの意思で移動する権利を有し、そのための外出介助、ガイドヘルパー等の支援を受ける権利が保障される旨の規定。

６. 以上の支援を受ける権利は、障害者の個別の事情に最も相応しい内容でなければならない旨の規定。

７. 国及び地方公共団体は、これらの施策実施の義務を負う旨の規定。


「支給決定のあり方」
	１. 支援を必要とする障害者本人(及び家族)の意向やその人が望む暮らしを最大限尊重することを基本とすること。

２. 他の者との平等を基礎として、当該個人の個別事情に即した必要十分な支給量が保障されること。


　これらの法制化作業を、改めて、本腰を入れて推進して下さい。
第四　「我が事・丸ごと 」政策は、基本合意の実現と矛盾しないことを確認します。
　　平成28年7月15日国は、「「我が事・丸ごと 」地域共生社会 実現 本部」を立ち上げ、
介護保険法・障害者総合支援法などの高齢者・障害者等の対象者ごとの縦割りの政策を転換する「地域共生社会」の実現をぶち上げています。
　高齢者・障害者・子どもなどが共生する社会の実現という一般論について異を唱える者はいないでしょう。

　しかしながら、そのことが、障害者の基本的人権行使を支援する福祉法制の実現という、未だ道半ばの目標を否定し、基本合意の実現と抵触するならば、到底認めることは出来ません。

「我が事・丸ごと 」政策は、介護保険統合を前提としないとした基本合意の実現と矛盾せず、同政策に関わらず、国として基本合意を尊重、遵守する方針に変わりがないことを確認させて下さい。
第五　介護保険優先原則問題

　　　第190回国会、総合支援法見直し法案審議において、本年5月11日衆議院、同月24日参議院にて、附帯決議が採択され、塩崎厚労大臣がその趣旨を十分に尊重する旨答弁しています。

付帯決議では　
	障害福祉制度と介護保険制度の趣旨を尊重し、障害者が高齢になってもニーズに即した必要なサービスを円滑に受けられることが重要との観点から、介護保険優先原則の在り方については、障害者の介護保険サービス利用の実態を踏まえつつ、引き続き検討すること。


と確認されています。

改めて厚労省として、このことを尊重することで宜しいですね。
　　　そこで次のことを求めます。
　１　　障害福祉給付に介護保険における要介護認定を条件とする扱いを禁止するべきです

　平成27年2月18日付事務連絡（「平成27年事務連絡」）２（２）は、「障害福祉と介護保険は併給可能である旨の案内を行うよう」自治体に助言しています。

　また平成19年課長通知は「基本的考え方」として
	　障害者が同様のサービスを希望する場合でも、その心身の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であり、介護保険サービスを一律に優先させ、これにより必要な支援を受けることができるか否かを一概に判断することは困難であることから、障害福祉サービスの種類や利用者の状況に応じて当該サービスに相当する介護保険サービスを特定し、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用するものとはしないこととする。

　　　したがって、市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容（利用意向）を聴き取りにより把握した上で、申請者が必要としている支援内容を介護保険サービスにより受けることが可能か否かを適切に判断すること。


　としています。

　個別判断原則、一律判断の禁止と言ってよい内容です。

　しかし、大阪府のあるＳ市に居住する65歳を超えた大阪元原告のＫさんは、Ｓ市が介護保険給付と併給して障害福祉給付（いわゆる「上乗せ支給」）を受けるためには、「介護保険の要介護認定で５以上であることを要件」としているため、要介護３であるＫさんは、障害福祉給付の支給が拒否されています。Ｋさんは65歳まで障害福祉給付を受けてきた方です。
　そして、このような理不尽な被害事例は、全国各地で確認されているのが現実です。

　まさに、平成19年課長通知が禁ずるはずの「一律判断」ではないでしょうか。
　つまり、平成19年課長通知および平成27年事務連絡では残念ながら「要介護●以上でないと障害福祉を給付しない」などという誤った運用は一向に改まりません。

　このような、「介護保険の要介護の特定の度数認定を障害福祉給付の条件とすること」が誤った運用であると厚労省でも考えるということで宜しいですね。
　その上で、このような誤った運用を明確に禁止する行政通知を発するなど、より踏み込んだ指導を行うことを約束頂きたい。
第六　介護保険制度変更による影響を懸念します
　去る１１月２５日開催の社会保障審議会・介護保険部会で厚労省事務局は年収３８３万円以上の所得のある者の利用者負担を２割から３割に引き上げ、負担上限月額４万４４００円とする提案をし、本書作成後に開催された部会で承認されていると思われます。
　そこでお聞きします。
　現在住民税非課税世帯の負担割合は１割で負担上限額は２万４６００円か１万５０００円ですが、これらの負担割合及び負担上限額はどうなりますか。
第七　重度訪問介護等の支給決定の在り方について

１　細切れ介護支給決定は重度訪問介護の趣旨に反することの指導の徹底を

　基本合意及び骨格提言では、個々の障害者の支援の必要性に即した支給決定の必要性について述べられています。また、総合支援法３年後見直しにおける衆議院、参議院の附帯決議においても、政府は、支給決定の在り方について、利用者の意向や状況等をより適切に反映するため、引き続き検討を行い、必要な措置を講じるべきことが述べられています。

　ところで、重度訪問介護は、日常生活全般に常時の支援を要する重度の肢体不自由者に対して、比較的長時間にわたり、日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援とともに、食事や排せつ等の身体介護、調理や洗濯等の家事援助、コミュニケーション支援や家電製品等の操作等の援助及び外出時における移動中の介護が、総合的かつ断続的に提供されるような支援をいうものとされています（障発第０３３１０４１号 （平成２１年３月３１日）「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」の一部改正について）。

　即ち、いつ具体的な介護が必要となるか分からないが、いったん必要な事態が生じるとすぐに対処しなければならない介護のための「見守り」をサービスの対象に含めている点に重度訪問介護の特色があります。

　ところが、現在、多くの市町村において、排泄や体位交換、体温調整、水分調整などの事態に対応するための見守り時間について、「具体的なサービスが行われていない単なる待機に関しては重度訪問介護の支給はできない」といった説明がなされています。そして、例えば、①深夜、就寝中の時間帯８時間の中で、排泄や体位交換、体温調整などのため５分程度の具体的な介護が数回必要だが、具体的な介護がいつ必要になるかは予め分からず、必要になったらすぐに介護実施が必要なため、重度訪問介護連続８時間の支給が必要なのに、市町村が「深夜８時間のうち重度訪問介護３０分×４回の算定のみ認める」といった事例が相次いでいます。また、②昼間についても、実際に排泄等の具体的な介護を行う時間のみを必要な時間として、「２時間重度訪問介護を利用し、１時間の空白を置いて、また２時間重度訪問介護を利用し、１時間の空白を置く」というような計画を前提に支給決定をしている事例もあります。しかし、排泄や体位交換、水分調整などの具体的な介護を行う時間帯と、これらに備えた見守り時間を截然と分けて支給決定することなど不可能であり、上記のような説明や運用は、重度訪問介護の解釈を誤ったものです。

　そこで、平成１９年２月１６日付事務連絡「重度訪問介護等の適正な支給決定について」に記載されている事柄を更に敷衍し、排泄や体位交換、体温調整、水分調整などの具体的な介護が必要な事態に対応するための見守り時間についても、重度訪問介護の支給の対象となることを明記した事務連絡文書等を新たに発出するなど、上記①、②のような取扱いが法の趣旨に反する違法なものであることを市町村に周知、指導して下さい。

２　勘案事項の見直し＝家族が介護を出来ることを理由として支給量を減らすことのない仕組みを
現行の総合支援法及び同施行規則は、勘案事項として

①　障害支援区分又は障害の種類及び程度その他の心身の状況

②　障害者等の介護を行う者の状況

③　介護給付費等の受給の状況

④～⑥他の制度の利用状況

⑦　サービスの利用に関する意向の具体的内容

⑧　置かれている環境

⑨　障害福祉サービスの提供体制の整備の状況

を挙げています。

これらの勘案事項は、自立支援法当時から基本的に不変です。

　そして、「障害支援区分又は障害の種類及び程度その他の心身の状況」が冒頭に挙げられ、実際にも多くの市町村で障害支援区分に応じて支給量を定める支給決定基準が作られ、これに基づく支給決定がなされているなど、日本の勘案事項は障害者の機能障害を過度に重視し、医療モデルに偏っています。

　しかし日本も、平成２３年に障害者基本法を改正して社会モデルの考え方を採り入れ、平成２６年には障害者権利条約を批准したのですから、総合支援法及び同法施行規則に定める勘案事項についても、権利条約及び改正障害者基本法の趣旨に照らして、社会モデルに則したものに改正されるべきです。

また骨格提言は、「法の目的」において

「障害者の支援を自己責任・家族責任として、これまで一貫して採用されてきた政策の基本スタンスを、社会的・公的な責任に切り替えるということを意味することを確認」しています。

このような考え方を踏まえ上記②「障害者等の介護を行う者の状況」という勘案事項を削除し、障害者の家族に介護義務があるかの如き誤解を与える表現を速やかに改正すべきです。

第八　自立支援医療に係る利用者負担の低所得者無償化

基本合意では、自立支援医療に係る利用者負担の低所得者無償化については、「当面の重要な課題」とされ、これまで国も、その実現に向けて最大限努力する旨言明してきました。

ところが、難病者については、元々住民非課税世帯は自己負担がなかったところ、平成２７年１月の難病法施行後は、非課税世帯であっても最大月５０００円を払わなければならなくなりました。

あろうことか難病法の立法過程においては、「総合支援法の自立支援医療には低所得者負担があるのだから、難病も障害に入った以上、それに合わせなければならない」との説明が国からなされ、その結果、非課税世帯の難病者にも新たに利用者負担が発生することとなったのです。

上記のような説明は、自立支援医療について基本合意に「当面の課題」と明記されているにもかかわらず、国が自立支援医療について低所得者にも負担があることを所与の前提としていることを窺わせるものであり、基本合意の趣旨に反するものです。

今回の総合支援法３年後見直しにおいても、自立支援医療に係る利用者負担について、何らの見直しもなされませんでした。

国は、自立支援医療に係る利用者負担の低所得者無償化についての具体的取り組みにつき、回答してください。

第九　障害者総合支援法の対象としての「難病者」の範囲の問題について
１　基本合意では、「制度の谷間のない『障害』の範囲」について、国はしっかり検討を行い、対応することとされています。

　ところが現在に至るまで、総合支援法では難病者について政令で疾病名を指定することによって対象を画する方法が採用されており、確定診断の有無や疾病名の如何によって総合支援法の埒外に置かれる難病者が多くいます。２０１５年７月より総合支援法対象疾病が拡大されたこと自体は評価すべきことです。
しかし、障害者権利条約や骨格提言の内容に沿い、慢性疾患などによる機能障害により生活上の支障を生じるすべての者が福祉サービスを利用できるように「障害」の範囲についてきちんと考える場を設けるべきです。障害者権利条約では、機能障害と社会的障壁との相互作用によりさまざまな生活上の困難に直面する者を漏らすことなく対象とするとしています。これを受け、骨格提言では、「Ⅰ－２障害（者）の範囲」で、障害者基本法２条の定義を採用するべきとしています。「例示列挙されない障害が除外される危険性があることを考慮し、包括的な規程とするべきであるという趣旨である」と、例示列挙の弊害についても述べられています。しかし、障害者総合支援法が施行されて以降、例示どころか限定列挙により範囲が確定されており、上記で指摘された弊害が出ている現状にあります。こうした事態は、権利条約や骨格提言の趣旨に明らかに反する事態であり、一刻も早く、政省令の改正を含めた抜本的な改善をすべきです。

また、骨格提言の中では、「Ⅰ－３選択と決定（支給決定）」の中で、医師の診断を得られない場合の代替手段の方策の案も提示されていることから、少なくとも骨格提言の方針を前提とした上で、公正な支給を実現する方法について調査、研究、検討すべきです。

厚労省が２０１４年１０月、障害者総合支援法の対象となる難病者の要件について、「希少性」「発病の機構が明らかでない」を外したことは評価出来ます。しかしながら、対象要件が大きく変わったのであれば、対象が大幅拡大するはずですが、医療費助成対象疾病と福祉対象疾病の対象数には、大きな違いがなく、福祉的支援の必要性から対象者を検討する姿勢があるのか懸念があります。

国（厚生労働省）は、骨格提言を段階的に実施する旨再三述べているところですから、骨格提言に従い、障害福祉法における障害者の定義として障害者基本法に基づく社会モデルを採用するべきです。
２　難病者が障害者総合支援法の利用対象となったことをしっかりと周知するべきです。

　難病者も障害福祉制度を利用できることになったはずですが、自治体・当事者・関係者に浸透しておらず、対象者の中で実際に利用している人は非常に少ないということが指摘されています。

　この課題を認識されているのかお聞きしたいことと、課題改善に向けた具体的な取り組みを求めます。

第一〇　家族の収入に依拠する利用者負担制度の廃止を
現在の利用者負担は、配偶者の収入や、障害児の親の収入に依拠して負担額が決定される仕組みです。

基本合意で確認された論点では「収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定すること。」とされており、骨格提言は、法の理念を「障害者の支援を自己責任・家族責任として、これまで一貫して採用されてきた政策の基本スタンスを、社会的・公的な責任に切り替える」と明言しています。

また、国連障害者権利条約権利委員会は、韓国政府に対する２０１４年１０月３日付総括所見において、権利条約１９条関連として、介助の量等を家族の収入によるのではなく、障害者個人のニーズに基づくものにせよと勧告しており、家族収入に依拠する現行制度は、権利条約にも反するものです。
第一一　定期協議は政策形成に不可欠な位置づけであることの確認
　　基本合意は厚生労働大臣により確約された公文書であり、司法府においても重ねて確認された重要な合意文書です。
　　障害福祉政策形成において基本合意に基づく本定期協議と訴訟団の意見を踏まえることが重要かつ不可欠な手続きであることを改めて国において認識してください。
　　基本合意では、障害福祉法制策定にあたっては、障害者の意見を十分に聴くこと、障害者の参画の下に十分な議論を行うことを確認しています。
　　今回の障害者総合支援法の３年後の見直しという基本合意の履行に直結する政策形成手続きとタイミングにおいて、昨年６月２９日から本日すなわち翌年の１２月１２日までの１年半もの間、定期協議が開催されることがなかったことは、厚生労働省が定期協議を軽視したものと受け止めた当事者・関係者も多く、極めて遺憾と言わざるを得ません。
　　訴訟団からの意見の反映手続きとしても、社会保障審議会障害者部会に訴訟団要請書が事務局から提出されたことのほかには、２０１５年３月３日障害保健福祉部所管の「障害福祉サービスの在り方等に関する論点整理のためのワーキンググループ」において長岡弁護士が「支給決定のありかた」に関する議論における参考人として意見を述べたこと、２０１６年５月２３日参議院厚生労働委員会で藤岡弁護士が参考人として意見を述べたことに留まります。結果としても今回の法改正の中身は訴訟団の求めるものとかけ離れたものとなりました。
障害福祉法制の検討過程に訴訟団をもっと参画させていただくよう強くお願いします。
以上　
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